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はじめに
中等教育制度は､上構型､下構型の2つ学校制度の接点として､高等教育への準備教
育と､普通教育の完成ならびに職業教育という異なる機能を抱えこみ､いかにそれを統
合するかという課題を負ってきた｡日本の場合､戦後教育改革の1つの象徴として､新
制高等学校の発足があった｡しかし､戦後の高校教育が､中等教育制度のそうした課題
を十分解決する形で展開してきたかといえば疑問である｡とりわけ､高校教育の目的の
1つである ｢高等普通教育｣の内実が､結局のところ十分な論議を経ずに所与のものと
されてきたことは､今日の高校教育改革の不透明な行方にも連なっていると思われる｡
かつて筆者は､90年代以降の急速な高等学校改革を､｢新制高校が目指した二つの制度
原理の統合の終若であり､また新たな高校像の出発点｣ (i)の模索であるととらえ､普通
科の改革動向もその文脈で捉えられると述べた｡しかし､｢高校教育制度のグランドデ
ザインが提示されないまま今時の改革が進められており､このなかで統一的な高校教育
像は解体の危機に直面している｣ し2) といわれるように､今日の高校教育改革の様相から
は､新たな高校教育像の模索というより､むしろ高校教育像の流動化､溶解化が看取で
きる｡とくに､｢高等普通教育｣を直接に反映する普通科の改革動向には､学科像の拡散
的展開がみられるのである (3)｡
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今日の高校教育改革を見定めるには､少々回り道かもしれないが､戦後の高校教育の
展開過程から､改めて高校教育像の軌跡を検証することが重要であり､そのことによっ
て､不透明な今日の高校教育像を再構成することも可能となると考える｡こうした問題
関心から､本稿では､長野県における新制高校の成立過程を改めて取り上げ､発足期の
高校教育像､とりわけ普通科のあり方をめぐる認識を考察してみたい0
1.先行研究にみる発足期の高校教育像
事例分析の前に､新制高校発足期が高等学校の戟後史のなかでどのように位置づけら
れるのか､また､その時期の高校教育像のとらえ方を先行研究を中心に整理してみる｡
大脇康弘は､高等学校の戦後史を政策･施策の展開過程から3段階に区分している (4)｡
第1段階(1948-59年)は大衆型高校像に基づく教育改革期､第2段階 (1960-74年)は
高校の大衆化と能力主義的多様化をめぐる葛藤期､第3段階 (1975-現在)は､高校の
準義務化と高校教育改革の展開､である｡さらに､第1段階を2つの局面に分け､第1
期 (1948-54年)を大衆型高校像の創出期､第2期 (1955-59年)をエリート志向型高
校への修正期としている｡第1期は､アメリカのcomprehensivehighschoolを理想とし
て､いわゆる ｢総合制 ･小学区制 ･男女共学制｣の3原則に基づく ｢大衆型高校像｣を
理念としたが､実際に旧制中等諸学校の再編､統合を進めた第2期は､その理念に対し
て､｢その具体化方策への評価､関係者の受容の仕方､そして､その後の制度修正など複
雑な動き｣ '5)が表出し､修正が迫られた時期としている｡とすれば､新制学校の発足当
初から現実の高校教育は理念と相反する様相をみせていたとみるべきであろう｡
新制高校の理念の具体化を変質あるいは阻んだ要因の1つに､戦前の中等教育制度の
継承があげられる｡これまでも発足期の ｢問題点｣として､戦前の中等教育諸学校との
連続性やその影響が指摘されてきた｡例えば金子照基は､次のように発足当初の新制高
校発足の限界を指摘する｡
｢高等学校の具体的な設置計画においては､伝統的な中等学校の設置主体である府
県を高等学校の設置主体として継承し､また学校も旧制の中等学校を可能な限り名実
ともに継承することとなった｡このことは､終戦直後の地方財政の状況のもとにおい
て､とくに市町村は義務教育になった新制の中学校を新設することでさえ非常に困難
であっただけに､都道府県立の旧制の中等学校を主要な母体とせざるをえなかったた
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めでもあった｡｣ (6)
つまり､新制中学校の創設に伴う条件整備の限界から､物理的にも高等学校が旧制度を
継承せざるをえなかった点に旧制度との連続性をとらえている｡飯田浩之も､｢その校
舎や設備､教員等を､旧制の中等諸学校からそのまま受け継ぐ形で発足した｣ことで､
｢旧制の中等学校に対する人々の評価が､戦後もそのまま後身の新制高等学校の評価に
受け継がれる十 7)事態が生じたと指摘する｡施設､設備の継承に伴う学校像の連続性で
ある｡
ハード面に止まらず､就学者や教育内容の側面からも連続性が指摘されている｡乾彰
夫は､当時の高校進学率から､高校教育像が ｢進学者が量的に限られたもので､社会的
に準エリート的な性格を脱していなかった十 8-とし､新制高校の卒業者は新中間層に位
置づく上層中間職種以上が多数を占めていたと指摘する｡また､カリキュラムも､｢専門
学科で職業準備的内容が一定の位置を占めたとはいえ､普通教育部分の大衆化は不徹
底｣であって､結局は普通教育には伝統的なアカデミックな科目構成が支配的であった
と述べる｡同様に米田俊彦も､戦前から戦後の中等教育学校へ進学率や学校設置､当時
の回想録等から､｢旧制の中等学校と新制の高等学校は､その拠って立つ制度の原理こそ
まったく異なるものの､学校や教育の実態はかなり連続的であったと考えられる｣と述
べ､｢実態としては新制高校は必ずしも最初から大衆的な性質の学校ではなく､むしろ当
初は就学者を一定の範囲に限った学校であったと考えた方が適当なのではないか｣ (9) と
指摘している｡
以上のように､施設 ･設備､スタッフ､財政面の脆弱な基盤に加え､カリキュラムや
就学者の意識という面でも旧制中等教育諸学校を積極的あるいは消極的に継承していっ
たとの指摘は､新制高校発足期において既に､アメリカ型の高等学校を導入する意図と
現実との間に大きなズレが生じていたことを示唆している｡では､どのような食い違い
がみられ､どのような旧制度の継承､連続性がみられたのであろうか｡まず､長野県に
おける新制高校の発足過程に､現実との禿離の様相を探ってみたい｡
2.新制高校の導入とその限界
長野県の場合､旧制中等教育学校109校をもとに､1948年4月に新制高校90校が誕生し
た｡さらに49年4月には､県立74校､市立2校へと再編された｡ここでは､長野県の新
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制高校の発足過程にみられた新制度導入の限界をいくつかの側面にとらえてみたい｡な
お､発足の経緯や発足過程の詳細な分析は､別稿 (101で論じているのでそれに譲りたい｡
(1)学校統合と県立移管問題
長野県の場合､旧制中等学校の学校数がもともと多く､中学校が少なく､高等女学校
と実業学校が多かったという事情がある｡設置者別では､県立と県立外学校は相半ばし
ており､多数の県立外 (組合立､町 ･村立)学校の存在は､旧制中等諸学校が新制高校
に移行する上で､県立外学校の再編 ･統合問題と､県立への移行問題との同時解決が求
められる背景となった｡県立移管を強く希望した町村は､｢高校になりたい-当時それ
を昇格したいという言い方をした-県立学校に移管してほしい又は県立へ統合されたい
合併してほしいなどの陳情におしかけた十 1日といわれるほどであった｡｢昇格｣という
言葉に旧制高校との混同が認められるが､一方､県立移管への強い要望に県立 ･県立外
聞の格差意識をうかがうことができる｡
新制高校発足時に旧制109校が90校-と縮小されたが､この段階では県立外学校間の
統合､とくに市立 ･村立の統合が積極的に図られた｡県当局は､県立外学校は原則とし
てすべて県立移管したいとの見解を示したが､財政上の困難から更に学校統合を進め､
かつ県立移管の条件を設定し､漸次移管する方向とした｡これを受け､県教委は1948年
12月に再編計画 ｢新制高等学校存置統合計画｣(以下､｢統合計画｣と略称する)を立案
した｡
49年4月に ｢統合計画｣による再編が実施され､県立移管が積極的に図られたが､実
際は県立外学校の県立校への吸収 ･合併の色合いが強かった｡結局､統合されずに単独
で新制高校へ移行した旧制学校は､県立学校で36校､県立外学校で10校であった｡とく
に市部では､旧制学校をそのまま新制高校として存続させる意向が強かった｡例えば､
飯田地域の学校統合問題の打ち合せ会で､｢西高 (旧飯田高女､硯飯田風越高校､筆者注)
は家庭科中心へ､実業高 (旧飯田商工､現飯田長姫高校)は女子を加えて現在の実業中
心､市高 (旧市立飯田高女､後に西高と統合)は家事､裁縫､医療看護中心､東高 (旧
飯田中学)は大学進学｣ 1`2)との意見が出されたという｡戟前の学校構成を維持する意図
がうかがえるのである.その一方で､例えば高遠高校の沿革史には､次のように ｢高校
三原則｣の影響が述べられている｡ちなみに高遠高校は､町立高遠高等女学校と町立高
遠農業学校の統合によって普通科､農業科､被服科をもつ総合制の県立校となったが､
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同時に4ケ村の青年学校を分校として再スタートさせていた｡
｢(前略)本校は高校三原則のモデル校とも言い得るような形で出発した｡新規に学
校を起こそうとしたこの地の人々や､初代校長小松清志の心に中に､理想を求めて､
『高校三原則』の実践校になろうとする考え方もあったであろうが､それよりもそうし
なければ学校が成り立たないであろうと心配したからであるといった方が肯寮 (こう
けい)を得ているかもしれない｡とにかく 『高校三原則』は本校にとってありがたい
理念であった｡｣ 1`3)
｢ありがたい理念｣とは､旧制学校の存続と地域とのつながりを維持できたとの意味であ
ろう｡高遠高校の場合､伊那町 (硯伊那市)に県立校が既に3校 (伊那北､伊那弥生ケ
丘､上伊那農業)あることで､生徒数の確保や財政事情に懸念もあったが､新制高校が
地域の高校進学率の向上や通学の便宜､また､地元の町村の経済効果や文化的発展に貢
献するものと強くとらえられていた｡新制高校の理念は､存立基盤の脆弱な郡部などの
諸学校の存続を可能とし､地元との物心両面のつながりを確保することにつながった面
がある｡しかし､存立基盤が脆弱な県立外学校の統合によって発足した高校は､市部の
県立高校とのこれまでの格差の構造をその後も存続させる結果になったと思われる｡
(2)｢総合制｣の導入計画とその実際
学校統合や県立移管は､学校種別の再編過程でもあった｡表 1は､｢統合計画｣で示さ
れた学科配置案とその実施状況である｡1949年の計画段階では､単独校は27校で全体の
36%､総合校は47校で64%と総合制を推進する計画であった｡県教委は一律に｢総合制｣
を求めるのではなく､各地域ごとに学科配置を検討して ｢総合制｣を進めるという ｢地
域総合制｣という方針をとったが､その結果､県立外学校を多く統合した東信地区で総
合制校が多く､比較的統合を経ずに発足した中信地区が単独校が多かった｡
表 1 学科設置構想とその実態
学科設置案 (1949年) 経 過 設置状況 (1951年)
単独校 27校 (36.5%) 普通科設置3校1単独 2実業 4 単独校 40校 (52.6%)
内訳 大学進学 11 内訳 普通科 23
農業系 9 農業系 11
商業系 1 商業系 2
工業系 3 工業系 3
家庭系 3 家庭系 1
総合制校 47校 (63.5%) 総合制校 36校 (47.4%)
内釈 大学進学+実業系 36 内訳 普通科+実業系 30
※大学進学-大学進学準備課程
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しかし､51年時の実際の学科配置をみるかぎり､総合制が十分達成されたとは言えな
い｡計画段階で大学進学課程と職業課程の併置で構想されながら､実際には普通科単独
校となった学校が多いからである｡とくに旧制中学系の場合､計画段階でも単独校11校､
総合校5校と総合制が予定されていたとは言えないし､実際に屋代東､岡谷南､大町南
の各校で商業科併置のほかは､すべて普通科単独校であった｡旧高女系29校のうち､単
独校は1校で､残りはすべて総合制の計画であったが､結局､10校が普通科単独校と
なった｡これらは家庭科を切り放して普通科単独校となったケースが多く､旧中学系に
続く普通科高校を目指したといえよう｡旧実業系の場合､旧高女と旧実業学校との統合
で普通科を併置した高校や､普通科を新設した高校は総合制の理念を実現したものとい
えるが､旧中学 ･高女系の普通科単独校における普通科との違いを考えると､普通科の
｢分化｣が発足当初から始まっていたと考えられる｡
3.高校教育像の再検討-旧制度との連続性の分析
前項で述べたように､長野県の新制高校の発足過程に理念と現実の乗離がみられたが､
各学校の具体的な対応においてそうした乗離が具体的にどう現れたのかを､旧制度との
と連続性に焦点を当てて事例分析してみたい｡なおここでは､旧制中学校および高等女
学校の関連､影響に絞って述べていく｡
(1)旧制中学系の場合
(∋ ｢商業科｣廃止の意味
旧制中学校の多くが普通科単独校となったが､屋代東､大町南､岡谷南の3校だけ
は商業科併設の総合制校となった｡しかし､前2校は1954年に､岡谷南は60年に商業
科を廃止している｡この廃止措置について､県教委は ｢学校経営が複雑多岐にわたり
運営が困難になる場合が多い｡各教育課程の特色を十分に発揮することが難しい｡総
合制ということにとらわれて､地域の必要とマッチせず不合理に教育課程を増設した
面がある｡実施3年を顧みて地域の必要､学校の施設､設備等から見て実情に則しな
い教育課程がある｡｣と指摘している 〔14)｡
屋代東 (現屋代)高校は､廃止に至った原因を ｢生徒が自由に選べるコースを豊富
に用意してやる｣ものではなく､｢単に一つの高校に複数のコースがあるだけで､生徒
が自由に選べるものではなかった｣ (15)と指摘している｡大町南 (現大町)高校は､｢教
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員の不足および商業面の特殊教科として最も必要とされている実習､実験器具と設備
の皆無に (中略)完全な軌道に乗り切れないうらみがある｣ (1`りと､当時の条件整備の
不備を指摘しつつも､｢商業科廃止に関する校長の意見書｣のなかで､｢商業課程の設
置が必ずしも地域社会の要望するところではなかったこと｣や ｢本校が長い伝統を有
する中学校より出発せるため純粋の普通科高等学校たる事-の希望が強いこと｣(17)を
述べている｡学科配置と地域の要求とのミスマッチや商業科への支援不足に加え､旧
制中学校として忌避感をあげているのである｡商業科廃止以降､一時期､商業科目の
一部が選択科目として残されたが､いずれも削除されていく(18)｡こうした経緯は､旧
制中学校時代の第一種課程 (実業中心)の消長に類似する｡旧制中学校系の高校が総
合制から離脱したことは､普通科が旧来の高等教育への進学準備教育を維持していく
ことを意味するとともに､｢高等普通教育｣と ｢職業 (準備)教育｣との融合､共存を
図ることが､当初から困難であったことを示している｡
(∋校名改称問題
旧制中等学校の多くは､実業の種別を表記するほかは､学校が立地する地域名を学
校名としていた｡しかし､新制高校発足にあたり､｢第一､第二など序列を示す呼称や､
他の高校をも包含する広い地区を代表するような呼び方を禁じられたので､設置場所
や地名や方位､またその下に学科別等をつけてきめられた｣(19)というように､旧制度
との訣別を図る占領軍の強い指導で､学校差や男女別を排除した名称変更が迫られた｡
しかし､その受け止め方は各学校ごとに様々であった｡例えば､｢松本中学や松本高女
は今や当然 『松本高等学校』を共に希望するし､松本二中も第二中学の 『第二』が好
ましくないと占領軍もいうならばやはり 『松本高等学校』だと主張する｣､｢長野や松
本､諏訪､小県は一向にかたまって居らず､かたまり､またはかたまりかかった地域
では､中学は旧称の地名をそのままつけておきたいものばかりで｣ (20)というような反
応がみられたのである｡旧制中学 ･高女の多くは校名を変更してスタートしたが､旧
制中学校系高校の一部に再び旧制時代の学校名を復活させたケースがある｡旧制との
連続性を維持する動きであるが､そのいくつかの事例をみてみよう｡
長野高校 (旧制長野中学校､長野北高校から1957年に改称)は､1948年に長野北高
校として発足した｡しかし､当初より校名変更問題が伏在していた｡同窓会とPTA
は52年7月に ｢長野高校｣への校名変更願書を県教委に提出した｡理由として ｢改正
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の根本は長野中学校の延長であって､卒業生の我々には長中という言葉に執着があり､
北高という名前では母校のような感じを受けない十 21'と､旧制中学校との連続性を強
調した｡生徒側もアンケート調査を数回実施し､多くは ｢長野高校｣-の復帰を望ん
だという｡賛成意見として ｢『北高』なんて言うのはガサガサ転がっている｡(中略)
吾々にだけ与えられるべきデッカイ校名のもとで､デッカイ基礎を築きたい｡｣､また､
反対意見として ｢しかし今の北高の現状はどうか｡質実剛健の気は地に墜ち､校内は
ひどく乱れている｡これが長野中学の連続といえるであろうか｡先輩に恥しい有様で
はないか｡｣(2Jといった見解がみられたが､いずれも旧制の伝統の継承とその自覚が表
れている｡県教委は､この間題が県内各地区の校名変更問題に波及する可能性がある
として､憤重な態度を崩さなかった｡しかし､57年3月に同窓会 ･PTAが再び ｢校
名改称に関する申請書｣を提出した｡やはりそこでも ｢現行校名は県外から見ると､
これが従前の中学校に連るものか､高等女学校に続くものか､甚だ不明瞭であって､
旧新卒業生の困惑すること甚だしい｣ (23)ことを強調している｡県教委は57年4月に校
名変更を承認した｡
大町高校 (旧制大町中学校､大町南高校から1959年に改称)は､大町南高校として
発足した｡ちなみに大町高女は大町北高校となった｡大町南高校でも､｢同窓生の中
には昔の県下八中学の一つとしての 『大町中学校』に郷愁をもつ者も多く､安曇地方
の中心的存在として以前の『大中』のイメージに戻そうという気持ちが働いていた｡｣-24)
というように､旧制中学との連続性､継承の意識が強かった｡当時の校長は､｢世論や
同窓会一般の声よりも､私が一番望んだ理由は県下一斉共通テストで高校のランクづ
けがはっきりしてきて､大町は下位ということを口に出さぬだけに何となくシコツテ
きた｡弁論会などで県下の大中という言葉が自然に出てきたことの県下八中学的誇り
が薄れてきた｡それを元気づけたかったJr-'5)と回想している｡59年の校名変更につい
て､大町北高校に了解を求めたところ ｢単独で地域名を名乗ることはおかしい｣との
意見もあったが､｢特に抗議もせず黙認する格好となった｣という｡
その他のいくつかの高校でも､同様の対応が見られた｡屋代高校 (旧制屋代中学校､
屋代東高校から改称)も発足時､屋代高女とともに｢屋代高校｣の名称に固執したが､両
校とも方位名を校名とした｡｢かくして､『屋代東高等学校』の名称は (中略)地域に
定着していくのである｡そして 『東校』といえば本校を指すことになり､長野の 『北
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校』に対抗する存在となっていった｡十261というものの､長野北高校の校名復元を受
け､63年に校名変更をしている｡飯田高校 (旧飯田中学校､飯田高松高校から改称)
も､48年3月の職員会で ｢原案は飯田高等学校｣としたが､軍政部の指導により ｢飯
田東高校｣となった｡その後､49年に飯田西高校が飯田市立高校と合併し ｢飯田風越
高校｣と改称したのを期に､校舎の地域である ｢高松原｣をとって､｢飯田高松高校｣
と改称した｡しかし､50年頃から校名改称運動が同窓会を中心に盛り上がり､長野北
高校の改称を機に ｢陳情書｣が提出された｡そこには ｢飯田中学校が高等学校になっ
たのであるから､校名は当初より長野県飯田高等学校とすべきであり､これによって
校名に歴史的一貫性ができる｡｣ (27)と述べている｡その結果､58年4月に改称した｡
③旧制高等学校との混同
また､一部の旧制中学校系高校には､発足時に新制高校に旧制高校のイメージを重
ねたケースもみられた｡飯田高校の47年7月の職員会記録には ｢新制高校卒業生は旧
制高校二年修了の実力を有するよう教育することが必要十28'とあり､当時の指導体制
も ｢勉強するのが大切という理由から従来の職員室を廃止し､研究室制を発足｣させ､
｢実力のないものは入れない申し合わせも行われ､定員をふやしてもレベルを落とさ
ぬよう､事実､以降かなり厳しい単位認定をしている｣(29)というように､旧制高校の
指導体制を模する動きがあった｡また､｢中学校の帽子のラインを1本から2本にし､
さらにマントを着用し弊衣破帽 (バンカラ)スタイルで登校した生徒もあった｣ (30)と
いうように､生徒自身もそのような学校像を抱いていたことがわかる｡他県､例えば
福岡県の修猷館高校でも｢(前略)生徒たちは新制高等学校を旧制の中学校を卒業した
のち進学していく旧制高等学校と同様なものとみなしてしまった｡かれらは旧制高等
学校の生徒の行動様式､外見 ･容姿を､自らの準拠枠とした｡｣3`1)とあるように､旧
制高校の ｢蛮カラ｣に憧れを持ちつつその伝統を継承しようとした一面があったこと
がわかる｡
④カリキュラムの継承
新制高校のカリキュラムについて､戦前の進学/就職の2元化を打破する意図から､
当初文部省は､大学進学準備課程と職業準備課程､実業課程の3部制を理想とした｡
しかし､実際には3都制の認識は学校現場に十分浸透しなかった｡学校統合によって
生まれた総合別高校の多くが､｢多課程併置｣と同一視されたことと同様に､普通科単
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独校でも ｢高等普通教育及び専門教育を施す｣ための改善､改革が進められたとは言
えない｡文部省は､1952年6月の全国調査の結果から､大学等-の進学者が少ないに
もかかわらず､カリキュラムが ｢進学のために異状な様相を呈している｣､｢大都市の
一部では､学校運営が進学者本位に行われ｣と早くも警鐘を鳴らしている (32)｡カリ
キュラムの性格も旧制学校のそれを継承していた一面があるとみるべきであろう｡
例えば､松本深志高校 (旧制松本中学校)では､48年3月に ｢新しい高校の本質と
性格｣に関する生徒-の説明会を開催しているが､そのなかで ｢多くが大学へ進学を
希望している｣ので､それにふさわしい教科課程であることを説明している｡また､
『生徒の手引き』(50年3月発行)には､同じ市内に職業課程の高校があるのでそれを
設ける必要がないことや､地域にも職業課程への要求もないこと､これまで ｢本校の
卒業生の90%以上が上級学校に進学している｣実績から､｢主として大学へ進学する生
徒の為に適している教育課程を編成しています｣と述べている｡そして､｢今日でいう
地域社会の要望が吾が校の誕生を促がし､幾多の俊秀が育成されることによって地域
社会の要望が報いられ｣るとし､松本中学校の伝統と ｢連結｣することを述べている
のである (33)｡
以上のように､旧制中学校を母胎とした普通科高校には､新制高校の理念の浸透よ
りは､むしろ旧制度の進学校としての継承の姿勢がみられる｡ただこの時期は､加熱
化した進学競争下に置かれていなかっただけに､単に進学準備のみならず､それぞれ
が醸成してきた旧制中学校の ｢伝統｣全体を継承する姿勢が強くみられるのである｡
(2)旧制高等女学校系の場合
旧制高女系高校の高校教育像は､いかなる経緯で新制高校となったかによって異なっ
ているように思われる｡
旧制高女が単独で高校となったのは15校あり､うち8校が普通科単独校､7校が家庭
科を併置する総合制校であった (51年度当時)｡一方､他の校種と統合して発足した新制
高校は21校あったが､統合相手が中学校､実業学校､高女同士であるかによって､学科
配置は異なる結果となった｡単独校は7校あったが､うち普通科単独校は5校で､その
多くは旧制中学校との統合であった｡総合制校14校では､実業学校との統合による普通
科､職業科併置が7校と最も多い｡とはいえ､旧制の設置主体 (県立か県立外か)や学
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科統合 (単独校か総合制校か)の組み合わせによって､普通科の性格も異なる結果となっ
たのではないかと思われる｡
①普通科の伝統の継承
単独か他校種との統合かを問わず普通科単独校となった高校は､立地によって共学
校か女子校かに分かれた｡しかし一般に､市部の伝統的な普通科単独校は､旧制時代
の校風を継承しつつ､旧制中学系の高校に追随する普通科を目指したといえよう｡
松本蟻ケ崎高校は旧制松本高女を母胎として発足したが､49年の高校再編時に旧制
松本第二高女を母胎とした松本真澄高校を統合し､普通科単独の女子高校としてス
タートした｡発足当初の教育課程について､次の ｢基本的事項｣にもとづいて教育課
程を構成したと述べている｡それは､松本市近辺に職業課程の高校があるのでその課
程の必要はないこと､地域にもそのような要求はないこと､女子校であるため家庭技
芸のための家庭科があること､従来卒業後は上級学校-の進学 ･就職 ･家居するもの
がいること､などである｡これらの事項は先の松本深志高校の教育課程の説明にほぼ
類似している｡ただし､進路が多様であるとしながらも､｢本校では大学に進学する生
徒のために適している｣ (34)教育課程を編成していると結論づけている点に､旧制中学
系高校の普通科に準じたカリキュラムを目指す姿勢をうかがうことができよう｡
諏訪二葉高校は旧制諏訪高女を母胎とし普通科単独の女子校として発足した｡ある
新制高校第1回卒業生は､｢『高校』という呼び名に 『旧制高校』しか思い浮かばない
私達は､自分達なりの夢をかぶせ､『自治』の旗をかかげて勝手な言い分を次々と出し､
かなり生徒本位の要求を通してもらったように思う｣ (35)と回想しており､修学旅行の
企画や生徒会予算に関するPTAとの折衝など､｢自由｣と｢自治｣を体現した高校生
活であったことを強調している｡また､当時のある教諭は次のように生徒の学習態度
を回想している｡
｢当時の生徒はよく読書をした｡(中略)三木清 『人生論ノート』『哲学ノート』､
西田幾多郎 『善の研究』､阿部次郎 『三太郎の日記』(中略)各人各人がそれぞれの
個性にしたがって学科以外の書物に読み耽っている姿を学内の､あちこちで見かけ
たものだ｡｣
｢放課後になると続々と生徒が質問にやってきた｡どの先生も質問に応じるのが
毎日の大きな仕事の1つだった｡とことんまで理解しないことには納得できないと
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いう生徒の意欲が頬もしかった｣ L361
こうした勉学に対する ｢きびしさ｣は､戟前の生徒と教師にも同じく共有されていた
ことであり､こうしたことが伝統として継承されていることを強調している｡新制高
校となって変化した面とそうではない面とが双方みられるが､いずれも旧制度との関
連がみられることに注目したい｡
②女子校の影響
中野高校は旧制中野高女を母胎として､普通科と被服科を設置した共学校としてス
タートした｡当該地域には､中野高女､中野農商学校､下高井農林学校の3校があっ
たが､48年1月の3者会議では､中野高女を ｢大学に連なる高校普通教育を主とする
高校に昇格させたい｣旨､県に具申することになった｡この地域には中学校はなく､
他地区への男子生徒の流出が問題とされていたからである｡日付は不明とされている
が､戦後間もない頃に出されたと思われる ｢中野中学校設立希望事由｣には､多数の
中学校進学者がいること､地元に中学校がないため進学を断念する生徒がいること､
遠距離通学の経済的･精神的負担の大きさなどが理由としてあげられている 3`7)｡男子
の大学進学を見据えた普通科の設置と､｢男女共学｣という新制高校の理念が重なって､
中野高女に共学の普通科が設置されたという経緯がある｡
しかし､発足時こそ35名の男子生徒が入学したが､それを歓迎しない雰囲気も強く､
｢伝統ある女子校のイメージが消える､よき伝統が崩れるといったものだった｣ (38'と
いうように､女子校の伝統の影響をうかがうことができる｡飯山や須坂の中学校に通
学していた男子生徒に対する転学の勧奨が積極的に行われたことや､地域の特段の支
援もあったことから､3年間は順調に70-80人の男子生徒が入学した｡しかしその後､
男子生徒は激減し､66年度には男子を募集を停止している｡学区制の変更､あるいは
大学進学競争の激化に伴って､旧制中学系高校へ進学希望が集中したことも背景にあ
ろうが､高等女学校としての伝統によって共学化の定着が阻まれたという側面もある｡
(郭地域社会とのつながりと断絶
茅野高校は､48年に村立の旧制永明高女を母胎に組合立永明高校として発足した
(59年に茅野高校に改称)｡全日制では普通科と被服科を設置した｡普通科設置の理由
として､｢純粋な普通科は諏訪市の諏訪清陵高等学校､諏訪二葉高等学校まで行かねば
ならず､東部十ヶ村で戸数1万､人口4万余を擁する地域としては､普通科の設置は
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ぜひ必要｣(3g'と述べている｡この普通科には､当初から進学､農業､商業の3コース
制が採用されていた｡その理由とは､｢ほとんどが農村地帯である当地域の本校に
とって､当時の食糧難や農業の重要性からみて (中略)時宜を得たもの｣､｢ちの町､
宮川村等には商家も相当多く､家業を継ぐ者､また就職希望者も多いこと｣からであっ
た｡つまり､地域社会の要望や卒業生の地域社会への貢献を視野に入れてのコース別
であったと推察できる｡しかし､農業コースの希望者は漸減し､56年度入学生からこ
のコースは廃止となった｡1950-54年には､｢農村青年の教育｣と題する実態調査 (40)
が教職員の手によって実施された｡その中の ｢ちの町他7ケ村の高校生の卒業動向｣
によれば､当該地域出身の卒業者の進路は進学250/O､就職54%､家居210/Oであったが､
全日制のそれは家居が10%にすぎず､その多くは｢機会あらば就職又は進学して離村｣
を希望していたという｡つまり､地域の主産業である農業､あるいは自営業を後継す
る生徒が非常に少なかったことが指摘されている｡しかしその一方で､地域の指導者
層へのアンケートによれば､地域社会を担う中堅者としての期待感が高く､普通科の
教育課程に対しても職業科目中心かあるいは普通科目と職業科目を併せた編成を求め
ており､普通科目と職業科目を融合した ｢地域性を持った教育｣への期待が強いとし
ているのである｡地域に存するあらゆる要望､期待に応える形で発足した普通科で
あったが､卒業後の進路をめぐり､離村一進学という旧来の男子生徒の進路パターン
を変容させるまでには至らなかったといえよう｡
まとめにかえて
本稿では､長野県における新制高校発足時の高校教育像の特質を､発足過程の学校統
合や再編計画とその実際や､旧制中学校､高等女学校を母胎とする高校の対応を対象と
して分析した｡いわゆる ｢高校3原則｣に基づいた新制高校創出の実際のプロセスには､
再編 ･統合計画とその具現化に早くも理念との敵歯吾がみられ､学校統合や県立移管の経
緯や設置学科の変更などを通じて､新制高校の理念とは異なる方向で進行していったと
いえよう｡そうした進行のなかで､とくに普通科単独校として発足した旧制中学校系の
高校の一部に､旧制度の継承､連続性が図られたことは明らかである｡校名改称運動や
商業科廃止はその象徴とも言える｡また､一部の旧制高女系の高校にも､旧制中学校系
の高校と同様に､伝統の継承､連続性の確保がうかがえた｡こうしたことが､進学準備
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教育を中心とする普通科の伝統を固持する流れをつくったといえよう｡
しかしその一方で､進学準備だけではない普通科､すなわち地域社会の要望や必要に
よって進学以外の進路を視野に入れた普通科も多数設置されたが､旧制高女系の高校の
事例でみたように､女子校の伝統や普通科-進学準備教育との認識もあって､普通科と
しての新たな展開を開くには至らなかったと言えよう｡こうした普通科としての新たな
可能性､すなわち新制高校が理想としていた普通科の可能性がどのように志向され､ま
た閉ざされていったのかについては､旧実業系高校や､戦後新たに創設された高校の普
通科の展開を視野に入れて検討する必要がある｡この点は別の機会に改めて分析してみ
たい｡
西山:地方における後期中等教育制度の今日的課題(2) 15
注
(1)拙稿 ｢戦後地方における後期中等教育制度改革の展開(3)一長野県における普通科増設と質
的変化-｣､『清泉女学院短期大学紀要 第15号』1997年､P9｡
(2)大脇康弘 ｢高校教育像の史的展開 (覚え書き)｣(亀井浩明･大脇康弘編 『日本教育制度学
会中等教育部会 高校教育像の史的展開一課題と方法』2002年､所収)､P.2｡
(3)長野県の普通科の現状と改革動向は､拙稿 ｢地方における後期中等教育制度の今日的課題
(1ト 普通科の現状と改革動向-｣(『清泉女学院短期大学紀要 第19号』2000年､所収)を
参照されたい｡
(4)大脇康弘､前掲論文､R5-60
(5)大脇康弘 ｢課題別セッションⅡ高校教育像の史的展開 (その2)発表要旨｣､『日本教育制
度学会第10回大会発表要旨集』2002年｡
(6)金子照基 ｢戦後教育改革と高校制度の成立｣､小森健吉編 『高校制度改革の総合的研究』
多賀出版､1986年､P.16.
(7)飯田浩之 ｢新制高校の理念と実際｣､門脇厚司 ･飯田浩之編 『高等学校の社会史一新制高
校の<予期せぬ帰結>』東信堂､1992年､P.120
(8)乾彰夫 ｢戦後高校教育の現在｣､竹内常-ほか編 『講座高校教育改革 第1巻 高校教育
は何をめざすのか』労働旬報社､1995年､P.20-22｡
(9)米田俊彦 ｢高校教育像の史的展開に関する認識枠組み一旧制中等学校と新制高等学校との
連続面を中心に-｣(亀井浩明 ･大脇康弘編､前掲書､所収)､P.27｡
(10)拙稿 ｢戦後地方における後期中等教育制度改革の展開(1ト 長野県における新制高等学校制
度の成立過程-｣､『清泉女学院短期大学紀要 第13号』1995年｡
(ll)小西謙 『星条旗の降りるまで』信濃教育会出版部､1957年､P135｡
(12)長野県飯田中学校長野県飯田高等学校校史編纂委員会 『長野県飯田中学校長野県飯田高等
学校校史』1980年､P719
(13)高遠高校の歩み編集委員会 『高遠高校の歩み-その八十五年-』1985年､P266｡
(14)長野県教育委員会 『長野県教育年報 (昭和26年度版)』1952年｡
(15)屋代高校六十年史刊行会 『屋代高校六十年史』1983年､E496｡
(16)大町高校記念誌委員会 『大町高校八十年史』1982年､P641｡
(17)同上書､R655｡
(18)これら3校の商業科設置･廃止問題の詳細は､注(10)の論文および拙稿 ｢戦後地方における
後期中等教育制度改革の展開(4)-普通科における職業教育の変容と課題-｣(『清泉女学院
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短期大学紀要 第18号』1999年)を参照されたい｡
(19)長野県教育委員会 『長野県教育委員会三十年史』1980年､P.143｡
(20)小西謙､前掲書､P.195｡
(21)長野高校八十年史刊行会 『長野高校八十年史』1980年､P.484｡
(22)同上書､E487｡
(23)同上書､P489｡
(24)大町高校記念誌委員会､前掲書§E699｡
(25)同上書､P.700｡
(26)屋代高校六十年史刊行会 『屋代高校六十年史』1983年､E488｡
(27)長野県飯田中学校長野県飯田高等学校校史編纂委員会､前掲書､P.779｡
(28)同上書､P719
(29)同上書､P758
(30)同上書､P.719
(31)黄順姫 『日本のエリート高校』世界思想社､1998年､P.222｡
(32)文部省 『わが国教育の現状一教育の機会均等を主として』(佐々木享編 『日本の教育課題
5 普通教育と職業教育』東京法令出版､1996年､P442-444､所収)｡
(33)長野県松本中学長野県松本深志高等学校九十年史刊行委員会 『長野県松本中学長野県松本
深志高等学校九十年史』1969年､E808｡
(34)長野県松本蟻ケ崎高等学校沿革史委員会 『長野県松本蟻ケ崎高等学校七十年史』1971年､
P337｡
(35)長野県諏訪二葉高等学校七十年誌刊行委員会 『長野県諏訪二葉高等学校七十年誌』1977年､
E354｡
(36)同上書､p363｡
(37)中野高等学校八十年史刊行委員会 『中野高等学校八十年史』､1990年､P146｡
(38)同上書､R150｡
(39)長野県茅野高等学校五十年誌刊行委員会 『長野県茅野高等学校五十年誌』1992年､R196｡
(40)同上書､p.794-795｡
